フランスで「同一価値労働同一賃金」原則は実現しているのか？ : フランスの実態と課題 by 藤野 敦子































                                                   




















































































6 首相官邸HP、ニッポン総活躍プラン平成 28年 6月 2日
http://www.kantei.go.jp/jp/singi/ichiokusoukatsuyaku/pdf/plan1.pdf を参照のこと。ま
た日本経団連 HP、「同一労働同一賃金の実現に向けて 2016年 7月 19日」
http://www.keidanren.or.jp/policy/2016/053.html を参照のこと。 
















 フランスは 1952年に ILO100号条約を批准している。しかし、実際に ILO100号条約に
基づき「同一価値労働同一賃金」原則を法律によって明確に規定するのは、いわゆる国内
でフェミニズム運動がさかんにおこる 1972年である。 











た。     
2001 年の法によって、男女間の不平等を是正するための労使交渉を実施すべきことが規
定されたのだが、それでも労使交渉自体が十分に行われなかったため、2006 年に「男女給
                                                   
7 Lemière(2006),Lemière and Silvera(2008), Lemière and Silvera (2010)など 
8 フランス労働省は正式には、「労働・雇用・職業訓練・社会対話省」（Ministère du. Travail, 
de l'Emploi, de la Formation professionnelle et du Dialogue social）と呼ばれている。 
9 Muller (2008), Muller (2012), Minni(2015),Chamkhi andToutlemond( 2015)など 
10 これは欧州経済共同体設立条約（ローマ条約）119条（現在は 141条）にも基づいてい
る。 
11 Lemière et Silvera ( 2010) p.13を参照のこと。 




























－2014 年）を考察する（図１）。16それによると、2014 年には男女賃金格差が 18.5％、す
なわち、女性の賃金が、男性の賃金よりも 18.5％低いことが示されているが、2002年以降
格差自体が最も小さいことがわかる。また、2009 年以降、男女賃金格差が縮小傾向にある
                                                   
12 Le Monde （ル・モンド）紙 2014年 3月 8日の経済学者 Rachel Silvera 氏（パリ西ナ
ンテール・ラデファンス大学）へのインタビュー記事から 





15 Le Monde （ル・モンド）紙 2016年 9月 26日記事から。 
16 2017年 1月現在で 2014年の男女賃金格差のデータを含む 2002年からの男女賃金格差
の推移を示すデータが最新版となる。 




INSEE が過去に公表したデータによれば、1990 年代、男女賃金格差が 20％を超えてい
た。17図１にある 2002 年とほぼ同水準である。つまり、フランスにおいて 90 年代以降、
2008年ぐらいまでは、ほとんど男女賃金格差は縮小することなく 20％を超えていたのであ
る。この期間、フランスの男女賃金格差が縮小することなく維持され続けたことについて





























18 Mini(2015)の p.7を参照のこと。 
19 破毀院 1996 年 10 月 23 日判決（Ponsolle事件）より賃金格差を正当化する客観的理
由として考えられている。 
20 Le Monde(ル・モンド)紙 2016年 11月 8日記事から。 





          注 1）税引き後の月収（平均値）で比較。 
        （すべての職務をフルタイムとして換算している。例えば、半年間の有期契約かつフルタイ    
      ムの 80％のパートタイムで就労し 10,000ユーロを受け取った場合には、10,000/0.5×  
         0.8=25,000とし計算し、年間 25,000ユーロを受け取ったと考え、これを 12で割り月収平 




















占め、年収（中央値）は男性 78,000 ユーロに対し、女性は 57,973 ユーロであり、男女格
                                                   
21 ここでは、所得階層別に男女賃金格差を見るが、図 2での「所得」は月収ベース、図 3、
図 4での「所得」は時給ベースの賃金を使用していることに留意したい。 






年収（中央値）は男性が 52,000ユーロに対し、女性は 40,000ユーロであり、これも 30％
の大きな男女賃金格差となっている。一方、管理職の女性割合が 71％を占める健康・福祉
分野での管理職の年収（中央値）は、男性が 39,950 ユーロ、女性は 36,000ユーロであり、
男女賃金格差は 11.0％にすぎない。 
この点については、さらに別のデータによって詳しく見てみよう（図 3・図 4） 
図 3 においては、女性比率が 9 割を超える業種である家事サポート業及び保育アシスタン
トの業種と女性比率の低い業種である交通・輸送業（管理職）及び製造業（管理職）に関




















                                                   
22 権利擁護機関（Le Défenseur des droits）による Promotion de l’égalité et d’accès aux 











る。24こういった状況を打開するために 2014年には、政府は FACE という団体を通し、男
女混合職化（mixité des métiers）の国家規模のキャンペーンを展開した。25 
 
 
図 2 民間企業・公営企業における賃金階層別の男女賃金格差（2014年、％） 
 
              注 1）図 Travail, Genre et Sociétés,1と同様のデータ。税引き後の月収を使用。すべ
ての職務をフルタイムとして換算。 
              注 2）2014年のデータを使用、公務員、見習い、研修生、農業分野の雇用者等は除かれて
いる。 












                                                                                                                                                     
が男女間賃金格差を生むと説明する。 
24権利擁護機関（Le Défenseur des droits）による Promotion de l’égalité et d’accès aux 
droits の冊子 p.3に記載。 
25 FACEについては、http://www.fondationface.orgを参照のこと。 
 KYOTO SANGYO UNIVERSITY ECONOMIC REVIEW No.4 (March 2017) 
84 
 















データ出所）INSEE, DADS 2012 ; DAREsの計算による。 
 
3-3．従業上の地位による男女賃金格差―管理職の給与評価に関連して 
 ここでは、図 5 によって従業上の地位による男女格差を見てみよう。図 5 からは中間専






図 5 従業上の地位別の男女賃金格差（2014年、％） 
 
注 1）図 1と同様のデータ 税引き後の月収（平均値）で比較。 
すべての職務をフルタイムとして換算。  
注 2）2014年のデータを使用。 


















                                                   
26 同じ属性とは、勤務先・職務・学歴・勤続年数・統括する部下の数が同一であること。 
 KYOTO SANGYO UNIVERSITY ECONOMIC REVIEW No.4 (March 2017) 
86 
 
図 6 年代別・性別にみた管理職の賃金（中央値、ユーロ）、2014年 
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図 7 管理職と事務職の給与の構成（％）2006年 
 
データ出所）INSEE―DAREs Enquête sur le coût de la main-d'œuvre et la structure des 
salaires en 2006（「人件費と給与構造に関するアンケート」2006年） 
 
図 8 管理職と事務職の手当の構成（％）、2006年 
 
注 1）その他手当には、年末手当、ヴァカンス手当などが含まれる 
データ出所）INSEE―DAREs Enquête sur le coût de la main-d'œuvre et la structure des 












































                                                   
27 アメリカでは Hay システム、スイスでは、ABAKABA法、ベルギーでは、EVA 法が客
観的な職務分析・職務評価の方法として研究開発されてきた。 
28 http://www.journal-officiel.gouv.fr における Accord national interprofessionnel 
MIXITÉ ET ÉGALITÉ PROFESSIONNELLE ENTRE LES HOMMES ET LES 
FEMMES を参照のこと。 
29 カナダケベック州では、従業員 100人以上の企業において公平な報酬（Pay Equity）に
関する委員会を設立する義務を課している。堀内（2009）の p.34を参照のこと。 



































                                                   




際女性の日に向けてのユーロスタットの 2016年 3 月 7日のプレスリリースより） 


































1997 年のパートタイムに関する EU 指令や 1999 年の有期限雇用に関する EU 指令によっ
て定められてきた。そこでは、パートタイムについては時間比例の原則、有期限雇用につ
いては、期間比例の原則が採用されている。雇用形態間の不合理な格差を禁止する理由は、
                                                   
31 Ordre des Experts Comtables - Région Paris Ile de France (2010)を参照のこと。 
32 黒岩（2014）を参照のこと。 






















































































止 と 雇 用 形 態 に 基 づ く 差 別 禁 止 の 比 較 」『 亜 細 亜 法 學 』
Vol.44.No.2.pp.59-81. 
木下武男（2016）「同一労働同一賃金を実現するジョブ型世界」『POSSE』Vol.31.pp.52-67.  
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